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平成１５年１０月６日               問い合わせ先  
監 査 事 務 局               監査事務局総務課 
                         電話 ０３－５３２０－７０１１ 
 
 

学校法人所有の土地等に建設されている家屋等が非課税用途に供されて 
いないにもかかわらず固定資産税等を賦課徴収していないことを 
違法・不当として必要な措置を求める住民監査請求監査結果 

 
 

東京都監査委員  野 田 和 男   
同        桜 井 良之助   
同        横 山   樹   
同        藤 原 房 子   

 

第１ 請求の受付 

 

 １ 請求人 

江東区      市 川   隆 

江東区      中 西 正 巳 

江東区      松 井 正 助 

 

  ２  請求書の提出 

      平成１５年８月１２日 

 

 ３ 請求の内容 

  (1) 主張事実 

ア 江東都税事務所長込山寿子（以下「本件所長」という。）は、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号。以下「法」という。）第１５６条第１項に基づき設置された

行政機関（都税事務所）の長であり、その権限は地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第３条の２及び東京都都税条例（昭和２５年東京都条例第５６号。以下

「都税条例」という。）等の定めにより、都知事よりその権限の一部を委任されて

いる都の職員である。 

イ したがって、本件所長は法令及び条例等に基づき、東京都の権限に属する税の

適正な賦課徴収の義務を有する。 

ウ しかるに本件所長は、江東区枝川一丁目１１番に所在する学校法人東京朝鮮学
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園（以下「本件法人」という。）の東京朝鮮第二初中級学校（以下「本件学校」と

いう。）が所有する土地及び都有地に建設されている、学校法人の事業目的とは全

く無関係な営利目的の収益事業である店舗及び月ぎめ駐車場に関して、本来賦課

徴収すべき固定資産税、都市計画税等を、本件建物が建設されて以降長期間にわ

たり、それらの事実を充分に把握・認識した上で、賦課徴収の義務を意図的に怠

り、現在に至っている。 

エ 具体的には、本件家屋には、営業用駐車場（以下「本件駐車場」という。）及び

営業用店舗（以下「本件店舗」という。）が存在する。本件駐車場の構造は、土地

に定着した鋼鉄柱、鉄骨・鋼鈑葺屋根、片切妻型、三方周壁囲い構造、平屋建て、

建設面積約５０坪であり、昭和５０年頃建築したものと推定される。 

本件店舗については、建築用法等は不明であるが、同年代に建築され、その後

何回かの改造を経て、現在、食材店として使用されている。建築面積は、約１０

坪の家屋である。 

オ いずれの本件家屋も、建設費として当時１００万円以上を要したものであるこ

とは客観的に推認できる。すなわち本件家屋は、家屋に対する免税点（当時８万

円）を明らかに超過した家屋であることについて、本件所長は確認できたはずで

ある（地方税法第３５１条（確認事務の懈怠））。 

カ また、固定資産税は物税であり、固定資産そのものの有する価値に着目し、そ

の固定資産を所有することに担税力を見出して、その価格に応じて一定の税率を

もって課税する物税である（固定資産の意義）。 

キ したがって、本件家屋を有する価値に着目するならば、不動産登記の有無にか

かわらず、本件所長は、固定資産家屋補充課税台帳に登録しなければならず（地

方税法第３８１条第４項）、かつ、固定資産税を賦課徴収する事務を担任するもの

である（地方税法第３５９条）。 

ク さらに、本件家屋は、不動産取得税の賦課徴収を免れている（地方税法第７３

条）。 

ケ 以上の事実のとおり、本件所長がなしているかかる行為は、「東京都の場合には、

どこどこの組織なりだれが相手の場合には例外というのはあり得ない。（７月１

８日定例記者会見在日本朝鮮人総連合会関連施設への課税を発表して）」との知事

方針さえにも明確に違反して、税務行政に対する都民の信頼を著しく失墜させる

行為であるばかりか、地方税法の諸条項や都税条例等に違反する明確な不法行為

である。 

コ さらに、本件所長のこれらの不法行為は、地方公務員法（昭和２５年法律第２
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６１号）第２９条第２項に抵触することは明確であり、その責めは免れ得ない。 

サ これらの事実により、都には本来徴収すべき税が納付されないばかりか、当該

職員のかかる作為による不法行為により、都税務行政全体に都民の信頼を著しく

失墜させるなど、回復困難な損害を与えた。 

 

  (2) 措置要求 

東京都監査委員におかれては、その職責と権限により、当然なされるべき必要な

措置を請求する。 

 

 ４ 請求の要件審査 

本件請求は、法第２４２条所定の要件を備えているものと認めた。 

 

第２ 監査の実施 

 

 １ 監査対象事項 

本件法人が所有する江東区枝川一丁目所在の土地等に建築されている家屋等にかか

る固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の賦課徴収を、都は違法・不当に怠る事

実があるか否かを監査対象とした。 

 

 ２ 監査対象局等 

   主税局を監査対象とした。 

   また、本件法人に対し、関係人調査を行った。 

 

 ３ 証拠の提出及び陳述等 

   法第２４２条第６項の規定に基づく陳述については、請求人から陳述を行わない旨

の申し出があったため、実施しなかった。 

なお、新たな証拠の提出はなかった。 

   また、平成１５年９月９日に主税局の陳述の聴取を行った際、法第２４２条第７項

の規定に基づき、請求人を立ち会わせた。 

     

第３ 監査の結果 

 

 １ 事実関係の確認 
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  (1) 地方税法等の規定について 

地方税法等においては、固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の賦課徴収に

ついて、以下のとおり定められている。 

ア 固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の賦課決定は、法定納期限の翌日か

ら起算して５年を経過した日以後においてはすることができない（地方税法第１

７条の５第３項）。 

イ 固定資産税・都市計画税の課税客体となる家屋とは、住家、店舗、工場（発電

所及び変電所を含む。）、倉庫その他の建物とされており（地方税法第３４１条第

１項第３号）、不動産登記法（明治３２年法律第２４号）における建物の意義と同

一であるとされている。 

ウ 一定の限度額を免税点とし、それに満たないものについては課税しないことと

されているが、償却資産にあっては、同一の者について、同一区内におけるその

者の所有にかかる償却資産に対して課する固定資産税の課税標準となるべき額の

合計額が、昭和４８年度からは１００万円、平成３年度からは１５０万円に満た

ない場合に適用するものとされている（地方税法第３５１条及び都税条例第１２

３条）。 

 

 ２ 主税局の説明 

   (1)  本件法人に対する取扱いについて 

ア 学校法人に対する非課税措置 

地方税法は学校法人に対する取扱いを次のように定めている。 

学校法人又は私立学校法第６４条第４項の法人がその設置する学校において直

接保育又は教育の用に供する固定資産・・・については固定資産税、都市計画税

を非課税とする（地方税法第３４８条第２項第９号、同法第７０２条の２第２項）。 

        また、学校法人が直接保育又は教育の用に供するために取得した不動産につい

ても不動産取得税を非課税とする（地方税法第７３条の４第３項）。 

イ 本件法人 

本件法人は、昭和３０年４月１日に学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第

８３条、私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第６４条第４項に規定する各

種学校として認可されている学校法人である。よって、地方税法第３４８条第２

項第９号、同法第７０２条の２第２項に該当する法人である。 

ウ 本件学校 

本件法人所有の江東区枝川一丁目に所在する土地・家屋（本件学校使用）につ
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いては、昭和４４年４月に現地を確認し校地として非課税処理していた。 

 

   (2) 事実確認について 

本件所長は、本件店舗については平成１５年８月１３日、本件駐車場については

平成１５年８月２５日、現地調査を実施した。 

その結果、家屋の認定及び設置時期について、平成１５年８月２７日、以下のと

おり決定した。 

ア 家屋の認定について 

家屋の認定基準は、原則として不動産登記事務取扱手続準則（法務省民事局長

通達）第１３６条第１項に定める「建物とは、屋根及び周壁又はこれに類するも

のを有し、土地に定着した建造物であって、その目的とする用途に供し得る状態

にあるものをいう。」とされている。 

（ア）本件店舗について 

      本件店舗は、軽量鉄骨造（プレハブ）の平屋の建物であり、屋根及び周壁を

有し土地に定着していることから家屋の認定基準を満たしている。このことか

ら地方税法第３４１条第１項第３号に規定する「家屋」として認定した。 

（イ）本件駐車場について 

     本件駐車場は、構造上左右二方に壁を有し、支柱及び屋根を有しているもの

の、車両が出入りする側にはシャッターもなく吹きさらしの状態である。 

      なお、学校グラウンドのブロック塀は、境界壁（周壁）としての機能を果た

しており、本件駐車場の構成部分である背面壁と認定することはできない。 

したがって、本件駐車場は、構造上、家屋の認定基準を満たしていない。ま

た、当該資産は本件法人の事業用資産であることを確認している。このことか

ら、本件駐車場は地方税法第３４１条第１項第４号に規定する償却資産である。 

イ 設置時期について 

   （ア）本件店舗について 

      本件店舗の建築時期は、未登記家屋であることから、江東都税事務所が保有

する家屋捕捉調査資料及び所有者から聴取した内容により、平成１０年１２月

と認定した。 

（イ）本件駐車場について 

      本件駐車場の設置時期は、江東都税事務所が保有する償却資産申告書等の資

料を調査するも本件駐車場に係る償却資産の申告書は確認できず、不明である。 

      また、現地調査においても本件駐車場の設置時期についての確認はできなか
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った。 

    

   (3) 課税の実施について 

    本件所長は、平成１５年８月２７日、課税の実施について以下のとおり決定した。 

ア 不動産取得税の課税について 

本件店舗は、前記(1) アの非課税に該当しない。 

よって、平成１５年９月８日付けで課税した。 

本件駐車場については、前記(2) ア（イ）のとおり償却資産である。 

よって、地方税法第７３条第１号により不動産の取得にはあたらない。 

イ 固定資産税、都市計画税の課税について 

（ア）固定資産税・都市計画税（土地・家屋）について 

      固定資産税・都市計画税（土地・家屋）については、地方税法第３４８条第

２項第９号に規定する「学校法人が直接教育の用に供する資産」に該当しない

部分に関して、地方税法第１７条の５第３項の規定に基づき、５年度分（平成

１１年度から平成１５年度）について、９月３０日に固定資産価格等決定通知

書を送付し、１０月１０日に納税通知書を送付する。 

（イ）固定資産税（償却資産）について 

      固定資産税（償却資産）の賦課決定の基礎となる評価額を算出するには、そ

の資産の取得年月、取得価額、耐用年数に基づき評価計算するものである。（固

定資産評価基準第３章第１節一） 

      本件駐車場は、本件法人所有の事業用資産であることを関係者から聴取した

内容により確認した。しかし、本件法人が保有する帳簿類（固定資産台帳等）

には当該資産の計上はなく、また、文書の保存期限から設置当初の課税資料は

なく、請求人の主張を実証できるものはない。以上のことから、当該資産は設

置当初から事業用資産であったかどうかは不明である。 

      なお、本件駐車場は、航空写真で確認できる昭和５９年に設置されたとして

試算した場合において、類似資産の取得価額、規模、耐用年数、物価指数等か

ら推計すると、平成３年度には課税標準となるべき額が免税点である１５０万

円未満となったと考えられることから、地方税法第３５１条の規定により固定

資産税を課すことができない。 

 

   (4) 以上の措置により、江東都税事務所長の作為による不法行為により、都民の信頼

を著しく失墜させるなど、回復困難な損害を与えたという事実は存在しない。 
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 ３ 判 断 

本件請求において請求人は、本件店舗、本件駐車場及びその敷地にかかる固定資産

税、都市計画税及び不動産取得税の賦課徴収を、都は違法・不当に怠っていると主張

し、その是正等を求めていると解される。 

このことについて、前記事実関係の確認、関係人調査の結果及び主税局の説明に基

づき、次のように判断する。 

 

   (1) 本件店舗及びその敷地にかかる税の賦課徴収について 

   ア 本件店舗にかかる税の賦課徴収について 

     関係人調査、主税局の説明及び関係資料の調査から、以下の事実を確認した。 

（ア）本件店舗は、本件法人の所有地に、校舎に隣接して建築されたこと。 

（イ）本件所長は、平成１５年８月１３日、本件店舗所有者の立会いの下、現地調

査を実施し、以下の事実を確認したこと。 

1. 本件店舗は軽量鉄骨造（プレハブ）の平屋の建物であり、屋根及び周壁を

有し土地に定着していることから、地方税法第３４１条第１項第３号に規定

する家屋に該当すること。 

2. 本件店舗の建築時期は平成１０年１２月であること。 

なお、本件店舗は、平成１０年１月３日撮影の航空写真には写っていない

が、平成１１年１月１日撮影の航空写真には写っている。 

（ウ）本件所長は、上記現地調査の結果に基づき、平成１５年８月２７日、本件店

舗にかかる不動産取得税及び平成１１年度以降の固定資産税・都市計画税を課

税することを決定したこと。 

（エ）不動産取得税については、平成１５年９月８日に賦課決定し、同日納税通知

書を送付していること。 

（オ）固定資産税・都市計画税については、平成１５年９月３０日に固定資産価格

等決定通知書を送付し、同年１０月１０日には納税通知書を送付する予定とな

っていること。 

 

以上のことから、本件所長は平成１０年１２月に建築された本件店舗にかかる

不動産取得税及び平成１１年度以降の固定資産税・都市計画税の賦課徴収手続を

行っていることが認められ、住民監査請求後に手続を行ったのは適切を欠くもの

の、税の賦課徴収を怠る事実は是正されていると認められる。 
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   イ 本件店舗の敷地にかかる税の賦課徴収について 

    関係人調査、主税局の説明及び関係資料の調査から、以下の事実を確認した。 

（ア）江東都税事務所は、江東区枝川一丁目に所在する本件法人の所有地について、

昭和４４年４月に現地を確認し、校地として非課税処理したこと。 

（イ）本件所長は、平成１５年８月１３日の現地調査により、本件店舗の建築時期

を平成１０年１２月であることを確認したこと。 

（ウ）本件所長は、上記現地調査の結果に基づき、平成１５年８月２７日、従来非

課税処理となっていた本件店舗の敷地について認定変更し、平成１１年度から

固定資産税・都市計画税を課税することを決定したこと。 

（オ）固定資産税・都市計画税については、平成１５年９月３０日に固定資産価格

等決定通知書を送付し、同年１０月１０日には納税通知書を送付する予定とな

っていること。 

 

以上のことから、本件所長は本件店舗の敷地にかかる平成１１年度以降の固定

資産税・都市計画税の賦課徴収手続を行っていることが認められ、住民監査請求

後に手続を行ったのは適切を欠くものの、税の賦課徴収を怠る事実は是正されて

いると認められる。 

 

   (2) 本件駐車場及びその敷地にかかる税の賦課徴収について 

   ア 本件駐車場にかかる税の賦課徴収について 

     関係人調査、主税局の説明及び関係資料の調査から、以下の事実を確認した。 

（ア）本件所長は、平成１５年８月２５日、本件駐車場の所有者の立会いの下、現

地調査を実施し、以下の事実を確認したこと。 

1. 本件駐車場は、本件学校のグラウンドに隣接して本件法人が建築したもの

であり、約２６台駐車可能であること。 

    2. 本件駐車場は、構造上左右二方に壁を有し、支柱及び屋根を有しているも

のの、車両が出入りする側にはシャッターもなく吹きさらしの状態であるこ

と。 

 （イ）本件法人は関係人調査において、昭和５７年７月に本件駐車場を設置したと

説明していること。 

 （ウ）昭和５４年の航空写真には本件駐車場が写っていないが、昭和５９年の航空

写真には写っていること。 
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（エ）本件所長は、上記現地調査の結果に基づき、平成１５年８月２７日、以下の

とおり決定したこと。 

1. 本件駐車場の奥にある学校グラウンドのブロック塀は、本件駐車場の構成

部分である背面壁とは認定できないことから、地方税法第３４１条第１項第

３号に規定する家屋に該当せず、都市計画税及び不動産取得税の課税対象と

はならないが、第４号に規定する償却資産に該当し、固定資産税の課税対象

となること。 

2. 本件駐車場は、現在有料駐車場として利用されており、非課税に該当しな

いこと。 

   3. 類似資産の取得価額、規模、耐用年数、物価指数等に基づき本件駐車場の

課税標準額を推計すると、免税点未満となっていること。 

（エ）本件法人は、関係人調査において、本件駐車場は、以前は生徒用スクールバ

スの駐車場であったが、平成１０年１２月以降貸し駐車場となったと説明して

いること。 

 （オ）主税局は、航空写真で確認できる昭和５９年に設置されたとして試算すると、

類似資産の取得価額、規模、耐用年数、物価指数等から推計して、本件駐車場

の課税標準額は、平成３年度には免税点である１５０万円未満となったと考え

られるとしていること。 

   （カ）主税局の調査によれば、本件法人は、本件駐車場のほか、江東区内に課税対

象となる事業用償却資産を所有していないこと。 

 

以上のことから、本件駐車場は償却資産に該当し、類似資産の取得価額、耐用

年数等から推計すると、本件駐車場の課税標準額は、遅くとも平成３年度には免

税点未満となっており、法第３５１条の規定により、固定資産税を課することが

できないとする主税局の説明は妥当と認められる。 

 

   イ 本件駐車場の敷地にかかる税の賦課徴収について 

     関係人調査、主税局の説明及び関係資料の調査から、以下の事実を確認した。 

（ア）本件駐車場の敷地は、一部は本件法人の所有地であり、残りの部分は都有地

であること。 

（イ）主税局は、本件法人の所有地について、昭和４４年４月に現地を確認し、校

地として非課税処理していること。 

（ウ）本件所長は、平成１５年８月２５日の現地調査の結果に基づき、同月２７日、
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従来非課税処理となっていた本件駐車場の敷地について認定変更し、平成１１

年度から固定資産税・都市計画税を課税することを決定したこと。 

（エ）本件所長は、本件駐車場の設置時期及び設置当初の用途については確認でき

なかったこと。 

（オ）本件法人は、関係人調査において、本件駐車場は、以前は生徒用スクールバ

スの駐車場であったが、平成１０年１２月以降貸し駐車場となったと説明して

いること。 

（カ）固定資産税・都市計画税については、平成１５年９月３０日に固定資産価格

等決定通知書を送付し、同年１０月１０日には納税通知書を送付する予定とな

っていること。 

以上のことから、本件所長は本件駐車場の敷地にかかる平成１１年度以降の固

定資産税・都市計画税の賦課徴収手続を行っていることが認められ、住民監査請

求後に手続を行ったのは適切を欠くものの、税の賦課徴収を怠る事実は是正され

ていると認められる。 

 

 ４ 結 論 

本件法人の所有地等に建築されている本件店舗、本件駐車場及びその敷地にかかる

固定資産税、都市計画税及び不動産取得税の賦課徴収を、都は違法・不当に怠ってい

るとする請求人の主張は、怠る事実は是正されていることから、理由がないものと認

める。 

ただし、このような課税対象の捕捉もれが発生したことは遺憾であり、今後とも課

税事務の適正な執行に努められたい。 
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資料（東京都職員措置請求書等） 

 

 東京都職員措置請求書 

 

１請求の要旨 

東京都江東都税事務所長込山寿子〔以下江東都税事務所長〕は、地方自治法第１５６条

第１項に基づき設置された行政機関〔都税事務所〕の長であり、その権限は地方税法第３

条の２および東京都都税条例等の定めにより、都知事よりその権限の一部を委任されてい

る東京都の職員である。 

 

 したがって、江東都税事務所長には法令および条例等に基づき、東京都の権限に属する

税の適正な賦課・徴収の義務を有する。 

 

 しかるに江東都税事務所長は、東京都江東区枝川１丁目１１番に所在する「学校法人・

東京朝鮮学園東京朝鮮第二初中級学校」が所有する土地および東京都が所有する都有地に

建設されている「学校法人」の事業目的とはまったく無関係な営利目的の収益事業である

｢店舗および月極駐車場｣に関して、本来賦課・徴収すべき｢固定資産税｣｢都市計画税｣等を､

本件建物が建設されて以降長期間にわたり、それらの事実を充分に把握・認識した上で、

賦課・徴収の義務を意図的に怠り、在に至っている。 

 

 具体的には、本件｢家屋｣には、営業用駐車場および営業用店舗が存在する。 

営業用駐車場の構造は、土地に定着した鋼鉄柱、鉄骨・鋼鈑葺屋根、片切妻型、三方周壁

囲い構造、平屋建、建設面積約５０坪、昭和五十年頃建築したものと推定される。 

営業用店舗については、建築用法等は不明であるが、同年代に建築され、その後何回か

の改造を経て、現在、｢食材店｣として使用されている。建築面積は、約１０坪の｢家屋｣で

ある。 

 

 いずれの本件｢家屋｣も、建設費として当時１００万円以上を要したものである事は客観

的に推認できる。すなわち本件｢家屋｣は、「家屋に対する免税点〔当時８万円〕」を明らか

に超過した｢家屋｣である事については江東都税事務所長は確認できたはずである。「地方

税法第３５１条 確認事務の懈怠」。 

 

また、固定資産税は物税であり、固定資産そのものの有する価値に着目し、その固定資
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産を所有することに担税力を見出して、その価格に応じて一定の税率をもって課税する物

税である。「固定資産の意義」 

したがって、本件｢家屋｣を有する価値に着目するならば、不動産登記の有無にかかわら

ず江東都税事務所長は、「固定産家屋補充課税台帳」に登録しなければならず、｢地方税法

３８１条４項｣且つ、固定資産税を賦課・徴収する事務を担任するものである。「地方税法

３５９条」 

 さらに、本件｢家屋｣は、不動産取得税の賦課・徴収を免れている。「地方税法７３条」 

 

 以上の事実のとおり、江東税務所長の為している係る行為は、「東京都の場合には、どこ

どこの組織なり、だれが相手の場合には例外というのはあり得ない。」〔７月１８日定例記

者会見在日本朝鮮人総連合会関連施設への課税を発表して〕との知事方針さえにも、明確

に違反して、税務行政に対する都民の信頼を著しく失墜させる行為であるばかりか、地方

税法の諸条項や東京都都税条例等に違反する明確な不法行為である。 

 さらに、江東税務所長のこれらの不法行為は、地方公務員法第２９条二項に抵触するこ

とは明確であり、その責は免れ得ない。 

 これらの事実により、東京都には本来徴収すべき税が納付されないばかりか、当該職員

のかかる作為による不法行為により、都税務行政全体に都民の信頼を著しく失墜させるな

ど、回復困難な損害を与えた。 

 

 よって、東京都監査委員におかれては、その職責と権限により、当然為されるべき必要

な措置を請求する。 

（以上、原文のまま掲載） 

 

事実証明書 

ア 平成１５年７月２４日付１５東税総第１２８号「非開示決定通知書」の写し 

イ 江東区枝川一丁目９番の公図（公図番号１７２）の写し 

ウ 江東区枝川一丁目の住宅地図ほかの写し 

エ 江東区枝川一丁目９番１ほか４筆の登記簿の全部事項証明書（土地）ほかの写し 

オ 平成１５年７月２２日付け新聞記事の写し 

カ 江東区枝川一丁目付近の写真の写し 


